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茅ヶ崎市防災対策強化実行計画 

 

第１ 実行計画策定の背景及び地域防災計画との関係 

 平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、本市においても震度５弱を観測し

たため、速やかに全職員を招集し、災害対策本部を設置すると同時に、避難所の開設を行

い、大津波警報に伴う避難者の受入れのほか、公共施設の応急危険度判定等の応急対策を

実施した後、帰宅困難者の受入れを行いました。 

 また、本市では、被災地への支援として、緊急消防援助隊及び事務職員の派遣、義援金

募金活動や救援物資の搬送を行う一方、被災地からの避難者への支援として、一時避難所

の開設のほか、国家公務員宿舎の提供に伴う避難者相談窓口を開設し、様々な行政サービ

スの情報提供等を行ってきました。これらの取組は、多くの市民・企業のご協力をいただ

きながら進めてきました。 

 こうした応急対策や被災者支援を通じて、実務を経験することにより、課題が山積して

いることが判明し、これまでの全ての防災対策を再検証する必要性を認識しました。その

後、３月より全職員を挙げて課題を抽出する作業を進め、約５００件の課題解決のための

対応策をとりまとめました。今後は、まず、これらの対応策に迅速に取り組みます。 

また、本市の防災対策の根幹となる「茅ヶ崎市地域防災計画」については、これまでも

東海地震や南関東地震等を想定して様々な対策を講じるとともに、繰り返し見直しを重ね

てきましたが、東日本大震災の教訓を踏まえ、さらなる見直しを行う必要が生じています。

地域防災計画の見直しにあたっては、被害想定を実施して応急対策計画等の検討を進める

必要があります。一方、応急対策等に携わる職員が“想定外”を念頭に置いて活動できる

ように意識づけを行い、災害に強いまちづくりを進める努力が必要になっています。 

したがって、茅ヶ崎市地域防災計画の見直しを早急に進めるために、防災対策組織の機

能強化を早急に進め、これらの課題に取り組むこととしました。 

これらの考え方や行動を今後２年間で取り組む「茅ヶ崎市防災対策強化実行計画」とし

てとりまとめ、市民・企業のご理解とご協力をいただきながら、全庁を挙げて実行してい

きます。 

 

 

第２ 実行計画の期間 

 この実行計画は、平成２３年６月１日から平成２５年５月３１日までの２年間を計画期

間とします。 

 

 

第３ 基本方針 

１ 緊急に対応するべき課題に取り組みます 

これまでの防災対策は、東海地震や南関東地震等を想定して様々な対策を講じてきま

したが、東日本大震災という未曾有の地震と津波の教訓及び本市における初動体制等の
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経験を踏まえ、庁内で抽出した課題と具体的な対応策に取り組みます。 

 

２ 茅ヶ崎市地域防災計画の見直しに取り組みます 

沿岸部に甚大な被害をもたらした東日本大震災の大津波を受け、平成２３年３月３１

日に相模湾沿岸の県内１３市町は、神奈川県に対して津波の規模を再検証するよう要望

書を提出しました。こうした津波被害の想定をはじめとする様々な被害想定を実施して、

茅ヶ崎市地域防災計画の見直しに取り組みます。 

 

３ 防災対策組織の機能強化に取り組みます 

“想定外”の災害を念頭に置き、災害応急対策活動を行う上で重要な組織体制の整備

に取り組みます。また、国、県、他の地方自治体とは、日ごろから充分な連携を図りま

すが、災害発生時は、茅ヶ崎市単独でも迅速かつ適切に防災対策が進められる体制を整

備し、市民・企業とともに取り組んでいきます。 

 

 

第４ 基本的な考え方 

○市民の安全・安心を確保するための最優先課題から取り組む。 

○防災対策と通常業務継続を連動させ、時間軸で整理することにより、より実効性があり

適切な対応を行う。 

○東日本大震災発生時の初動体制の振り返りを行うとともに、市民の生命を守ることがで

きるよう、“想定外”の災害に備え、迅速に判断し、行動する組織づくりに取り組む。 

 

 

第５ 東日本大震災を踏まえ緊急に取り組むべき課題と対応策 

１ １か月以内で対応を目指す具体的取組 

緊急に取り組むべき課題の中で本計画の策定から１か月以内で対応する１３１項目の

具体的な対応策のうち、主なものは次のとおりです。 

（表１） 

№ 課題 具体的な対応策 

1 
 
津波からの緊急一時
避難場所と消防隊等
による津波監視場所
の確保 

津波対策の一環として、マンション等の高層建築物所有者と緊急一時避難
場所と消防隊等による津波監視場所としての協定件数を拡充します。計画
策定から１か月以内に２０件の拡充を目指し、その後も協定先を増やす努
力を継続していきます。 

2 高齢者等の安否確認
方法の再検証 

災害発生後の高齢者や障害者等の安否確認方法について、民生委員や福祉
関係の事業所職員による確認手段を再検証します。 
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3 発災時における職員
との連絡手段の確保 

災害発生後、電話がつながりにくい状態が継続し、職員との連絡が困難と
なることから、職員同士の連絡手段としてツイッターの活用を推進しま
す。 

4 帰宅困難者の誘導、避
難所の周知 

災害発生後の停電により電車が運休したときの帰宅困難者を茅ヶ崎駅周
辺の避難所へ適切に誘導する方策を確立するとともに、避難所の周知方法
を検討します。 

5 避難所に対する応急
危険度判定の迅速な
対応 

応急危険度判定活動マニュアル等の見直しを行います。 

6 保育施設における保
護者及び施設との相
互連絡体制の確保 

災害発生後の保護者との連絡手段を早急に検討します。 

7 学校における防災計
画の見直し、及び災害
時における保護者と
の連絡体制の確保 

大津波が予想される際の学校の防災計画を見直します。 
併せて、保護者との緊急時の連絡手段を検討します。 

8 海水浴場開設時間中
における緊急避難誘
導体制の整備 

海水浴場開設時間中に大規模災害が発生した場合の来場者等の安全対策
として、本市の地理的状況を踏まえた緊急時の避難誘導計画を作成し避難
誘導体制を整備します。 

 

２ 概ね３か月以内で対応を目指す具体的取組 

緊急に取り組むべき課題の中で本計画の策定から概ね３か月以内で対応する４０項目

の具体的な対応策のうち、主なものは次のとおりです。 

（表２） 

№ 課題 具体的な対応策 

1 
 
被災地への支援体制
の充実 

３月１１日から緊急消防援助隊を被災地へ派遣しています。今後の継続的
な派遣に対応できるよう、装備品の補充等を行います。 

2 難聴地域における防
災行政用無線屋外拡
声子局の整備 

若松町地域の防災行政用無線屋外拡声子局の移設を行うとともに、難聴地
域の調査を行います。 

3 茅ヶ崎駅周辺の避難
場所と備蓄品の充実 

帰宅困難者のための避難場所のさらなる確保を行うとともに、水や食料、
毛布等の備蓄品を充実します。 

4 避難所・公共施設にお
ける非常用資機材の
再検証 

東日本大震災により使用した非常用資機材を再検証し、防災伝言シート等
の備蓄品を充実します。 
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5 災害時の消防体制の
充実 

災害時に１１９番専用電話が殺到した場合に備え、火災の覚知方法として
高所見張り員を配置するとともに、電話が不通になったときの緊急連絡手
段として衛星電話を配備します。 

6 
 
市内の大型店との物
資に関する協定の再
検証 

必需物資（応急必需物資を含む）に関する協定について、被災状況に応じ
た実効性のある内容を検討して、協定先と合意します。 

7 職員参集システムの
活用範囲の拡大 

職員参集システム(※)の中に、災害時に職員がいる場所からの交通機関及
び勤務経路を伝達するような運用改善を行います。 
 
※職員参集システム：災害時等において、災害対策本部等の体制を迅速に構築するため、メー
ル配信機能を活用し、職員の安否確認や参集人数を的確に把握するシステム（平成２１年
１１月１日から運用開始） 

8 災害時におけるし
尿・汚物、生ゴミ等の
収集体制の確立 

災害時の収集体制について、生活環境への影響に配慮し、必要最小限の収
集に絞り込むとともに、変更内容を速やかに公表し周知ができる体制を整
備します。また、市内又は近隣市で収集車を保有している民間の事業者や
委託先の組合等に要請して車の確保を図ります。 

9 市立病院における薬
品・医療品の充実 

入院患者の薬品・医療品の必要量を確保するとともに、災害時の院外薬局
の供給停止を想定した慢性疾患の患者への投薬の在庫の確保について検
討を進めます。 

 

３ 概ね１年以内で対応を目指す具体的取組 

緊急に取り組むべき課題の中で本計画の策定から概ね１年以内で対応する１８２項目

の具体的な対応策のうち、主なものは次のとおりです。 

（表３） 

№ 課題 具体的な対応策 

1 
 
津波監視体制の充実 津波の監視体制を強化するため、監視カメラ等を海水浴場等を撮影するよ

うに設置し、平常時には、監視カメラで撮影する茅ヶ崎海岸の映像を観光
情報として公式ホームページで配信します。 
また、河川に接続する下水道雨水幹線の水門を遠隔制御により開閉できる
ようシステム構築を行います。 

2 優先度の高い公共施
設及び設備の外部電
源の確保 

災害発生後の停電に備え、市役所の必要最小限の非常用電源を確保し、非
常用発電設備の増設、及び小出支所、地域医療センター、小規模ポンプ場
等の非常用電源の確保に努めます。 

3 市役所及び避難所に
おける情報収集・情報
伝達手段の確保 

職員が随時、災害に関する情報収集ができるよう、市役所及び避難所にラ
ジオやテレビ等の情報機器を備えるとともに、庁内放送等を活用して職員
に対する速やかな情報伝達手段を確保します。 

4 燃料の確保 災害発生後に燃料の確保が著しく困難になることから、緊急車両、ごみ収
集車、自家発電設備、発電機等に使用する燃料の確保、備蓄方法や備蓄量
を精査します。 
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5 現場に出た職員との
連絡手段の確保 

災害発生後は、携帯電話がつながりにくくなることから、現場に出た職員
との連絡手段として、ＭＣＡ無線機等の確保を進めます。 

6 停電時の窓口業務等
に係る照明器具等の
配備 

停電時に来庁する市民が窓口等での書類作成に支障が生じないよう、必要
とする窓口等を把握し、ランタン等の照明器具の適切な配備を行います。
また、歯科検診等の充分な照明を要する業務に必要な懐中電灯等の配備も
併せて行います。 

7 停電・節電時の乳幼児
等の暑さ・寒さ対策 

保育園、子育て支援センター、保健センター等の乳幼児が集まる施設等に
おいて、暑さ対策として充電式の扇風機の設置を、寒さ対策として電源が
不要の暖房器具の設置を進めます。 

8 職員用の備品及び備
蓄品の配備 

災害に対応する職員に必要な防寒服、ハンドマイクのほか、現場作業に必
要な備品等の配備を進めます。 

9 災害時に対応する情
報システムの構築及
び庁内ネットワーク
（ＬＡＮ）等の敷設 

業務ごとの既存のシステムが災害時に対応できるような改修や、市内の被
害箇所を集計するシステムの構築の検討を進めます。また、職員の活動拠
点となるコミュニティホールにＬＡＮのほか既存システムのネットワー
クの敷設を検討します。 

10 職員の移動手段の確
保 

仮設トイレなどの物品運搬等にトラックの配備を、現場調査用の四輪駆動
軽自動車の配備を検討します。また、燃料不足が想定されることから、職
員の連絡用自転車の確保に努めます。 

11 公共施設等の整備・改
修 

東日本大震災により、損傷した施設又は改良が必要な施設の改修を進めま
す。 

12 
 
ツイッターのほかに
新たな情報伝達手段
の検討 

エリアメールを使用して広域避難場所の開設と受け入れ状況を含めた情
報発信機能の構築を進めます。さらに、インターネット、携帯電話等が使
用できない場合を想定した情報提供についても検討します。 

13 避難所における福祉
的対応機能の充実 

避難所には、避難者数に応じた人員を配置しますが、避難者の中に持病を
抱えた方や高齢で介護が必要な方、障害者などの要援護者が含まれること
が想定されることから、避難所で要援護者のニーズを把握し、福祉的な対
応ができるような機能について検討を進めます。 

14 応急危険度判定士の
適正な人員の確保 

避難所となる公共施設及び小・中学校の判定を迅速に行うため、応急危険
度判定士の適正な人員の確保を検討します。 

15 被災宅地危険度判定
士の増員 

大規模災害により被災した宅地が余震による二次災害に対して安全であ
るかどうかの判定をする被災宅地危険度判定士の増員を進めます。 

16 道路、橋りょう、がけ
地等の被害状況を示
す基準の策定 

津波警報又は津波注意報が発令されている中で、特に、海岸付近に存在す
る主要幹線道路、橋りょう、公園施設、市営住宅等の被害状況の現地調査
に向かう初動時点及び被害状況を確認するための基準を明文化し、被害状
況調査用のチェックシートやマニュアルを作成するなど、庁内で共有化で
きるような仕組みづくりを進めます。 
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17 本庁舎に来庁する市
民や勤務する職員の
安全を確保 

本庁舎の耐震性能が著しく低いことから、本庁舎３階以上の各部課等を本
庁舎外に移転し、来庁する市民や勤務する職員の安全確保を図ります。 

 

４ 行政内部の応急対策に係る事務の見直し 

行政内部で作成した災害応急対策活動マニュアル等の各種応急対策に係る事項につい

て、１５１項目の課題を抽出し、全庁を挙げて見直しを行います。 

（表４） 

№ 課題 見直しの具体的な内容 

1 人員配置の見直し ・応援職員を含めた職員の管理・派遣に関する機能の一元化 
・状況の変化、災害の規模に応じた適正な人員配置 

2 執務空間の見直し ・災害対策本部の機能に応じた空間配置の検討 
・非常時に対応可能な各部局の執務空間の見直し 

3 職員間の情報伝達・連
絡体制の見直し 

・ＭＣＡ無線、職員参集システム等の様々な情報端末を使った情報共有体
制の構築 
・情報収集、発信体制の一元化 

4 外部との情報伝達・連
絡体制の見直し 

・公共施設の利用可否等に関する案内の徹底 
・地域住民、各関係機関等との連絡体制及び連絡方法の見直し 
・市民への新たな災害情報提供手段の構築 

5 資源・物品の使用方法
の確認、管理等の見直
し 

・ＭＣＡ無線等の非常時用機器の使用方法の徹底 
・災害時における車両、物品、支援用品等の管理体制の構築 

6 初動体制の見直し ・災害発生直後の避難行動及び誘導の徹底 
・住家の被害認定体制の再検討及び強化 
・生活再建支援に必要なり災

．．
証明発行業務体制の構築 

・指揮系統等の災害対策本部及び事務局の役割の再検討 
・広域的な災害対応体制の構築 

7 避難所運営の見直
し・拠点配備職員に関
すること 

・被災者、帰宅困難者等の受け入れ場所及び空間の検討 
・学校以外を避難所とする際の運営体制の構築 
・避難所への指示、報告先の一元化 
・中長期対応を見据えた拠点配備職員、学校、地域が連携した避難所運営
体制の構築 

8 平常業務と災害対応
業務のあり方 

・災害発生、計画停電時の業務や施設利用に関する基準の検討 
・非常時における業務の優先順位の検討 
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9 職員の災害対応能力
の向上 

・災害対応能力向上のための実践的な訓練等の導入の検討 

 

５ 市民・企業との連携が不可欠な取組 

本市は、１から４に掲げる課題を解決するための具体的な対応策に取り組んでいきま

すが、それらの課題の中には、行政だけでは解決しきれないものがあります。次に掲げ

る課題には、市民・企業からのご協力をいただきながら取組を進めていきます。 

（表５） 

№ 課題 具体的な対応策 

1 地域住民及び団体、学
校など「自助・共助」
による防災活動の促
進 

東日本大震災を踏まえた防災まちづくりシンポジウムの開催、地域で進め
る防災都市づくりワークショップのリーフレット作成、新たな地区での防
災まちづくりワークショップ、全庁的な震災復興イメージトレーニングを
進め、地域における「自助・共助」の防災活動の支援を進め、地域住民や
団体の防災意識の高揚を図ります。 

2 津波からの緊急一時
避難場所と消防隊等
による津波監視場所
の確保 
（再掲） 

津波対策の一環として、マンション等の高層建築物所有者と緊急一時避難
場所と消防隊等による津波監視場所としての協定件数を拡充します。計画
策定から１か月以内に２０件の拡充を目指し、その後も協定先を増やす努
力を継続していきます。 

3 高齢者等の安否確認
方法の再検証 
（再掲） 

高齢者等の安否確認方法の再検証災害発生後の高齢者や障害者等の安否
確認方法について、民生委員や福祉関係の事業所職員による確認手段を再
検証します。 

4 保育施設における保
護者及び施設との相
互連絡体制の確保 
（再掲） 

災害発生後の保護者との連絡手段を早急に検討します。 

5 学校における防災計
画の見直し、及び災害
時における保護者と
の連絡体制の確保 
（再掲） 

大津波が予想される際の学校の防災計画を見直します。 
併せて、保護者との緊急時の連絡手段を検討します。 

6 市内の大型店との物
資に関する協定の再
検証 
（再掲） 

必需物資（応急必需物資を含む）に関する協定について、被災状況に応じ
た実効性のある内容を検討して、協定先と合意します。 
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7 市役所及び避難所に
おける情報収集・情報
伝達手段の確保 
（再掲） 

職員が随時、災害に関する情報収集ができるよう、市役所及び避難所にラ
ジオやテレビ等の情報機器を備えるとともに、庁内放送等を活用した職員
に対する速やかな情報伝達手段を検討します。 

8 ツイッターのほかに
新たな情報伝達手段
の検討 
（再掲） 

エリアメールを使用して広域避難場所の開設と受け入れ状況を含めた情
報発信を検討します。さらに、インターネット、携帯電話等が使用できな
い場合を想定した情報提供についても検討を進めます。 

9 外部との情報伝達・連
絡体制の見直し 
（再掲） 

・公共施設の利用可否等に関する案内の徹底 
・地域住民、各関係機関等との連絡体制及び方法の見直し 
・市民への新たな災害情報提供手段の構築 

10 避難所運営の見直
し・拠点配備職員に関
すること 
（再掲） 

・被災者、帰宅困難者等の受け入れ場所及び空間の検討 
・避難所への指示、報告先の一元化 
・中長期対応を見据えた拠点配備職員、学校、地域が連携した避難所運営
体制の構築 

 

 

第６ 防災対策組織機能の見直し 

１ 防災対策組織の強化 

 東日本大震災を踏まえ、これまでの“想定内”の防災対策の考え方から“想定外”を

念頭に置いた防災対策機能強化の取組を進めます。その取組を進める組織の強化策とし

て、「防災担当参与」を登用するとともに、市民安全部防災対策課に防災企画担当課長を

配置します。防災担当参与は、災害等の危機管理・対応に関する専門的・技術的な助言

を行う役割を担います。また、防災企画担当課長は、災害対策本部の機能強化に係る企

画立案と庁内調整、業務継続計画及び災害応急対策活動マニュアルの見直しと庁内調整

等を担います。 

 この新しい体制のもと、本実行計画に基づく施策を強力に推進するとともに、防災対

策機能強化に取り組みます。 

 

２ 防災対策機能強化の取組にあたっての留意事項 

“想定外”の災害を念頭に置いて、地域防災計画の見直しの中で災害対策本部の体制

を再検証し、発災から復興期までの円滑な業務遂行が可能となる体制の構築を目指しま

す。併せて、職員や地域住民等の災害対応能力の向上を目的とした取組について検討を

進めます。 

 

(1) 災害対策本部の機能強化の考え方 

今回の東日本大震災を踏まえ、初動体制、人員配置、連絡体制等の災害対応に課題

が生じており、今後、起こりうる大規模災害等を見据え、災害対策本部の機能強化に

ついて検討を進めます。 
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具体的には、応急対策活動の調整及び統括等を行う災害対策本部事務局の機能強化

や応急対策活動の各役割を明確にし、迅速かつ柔軟に災害対応できる体制づくりを目

指します。 

 

(2) 災害対応能力向上訓練等の実施 

 職員の対応能力のさらなる向上を図るため、これまでの災害対応訓練を進めるとと

もに、新たな視点や工夫を取り入れた訓練や研修を実施していきます。 

 

(3) 災害時における業務継続計画（ＢＣＰ）の検討 

災害発生後は、平常業務に加え、急激な災害対応業務の増加が想定されます。平常

業務と災害対応業務とのバランスに配慮し、発災後も取り組むべき平常業務の選択や

業務目標期間を設定し、行政機能の低下を防ぐ「業務継続計画（ＢＣＰ：Business 

Continuity Plan）」について、さらに検討を進めます。 

 

(4) 「自助・共助」による減災・防災活動の継続的な推進 

 発災後は、「自助（個人）・共助（地域）」による災害対応が被害軽減に大きくつなが

ります。これまで進めてきた「自助・共助」に焦点を当て、地域住民と一緒に培って

きた防災施策（防災訓練や都市防災業務等）を継続的に推進していきます。 

 

３ 今後の方向性 

 新しい防災対策組織を中心に本実行計画に基づく施策を推進していく中で、新たに実

行するべき課題が発生した場合、実行計画の施策に取り入れる方向で検討していきます。 



１ 
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東日本大震災を踏まえた防災対策に係る課題と対応策 

１ １か月以内で対応を目指す具体的な取組（１３１件） 

№ 課題 件数 
 

№ 課題 件数 

1 
 
津波からの緊急一時避難場所
と消防隊等による津波監視場
所の確保 

４件  5 避難所に対する応急危険度判
定の迅速な対応 

３件 

2 高齢者等の安否確認方法の再
検証 

１件  6 保育施設における保護者及び
施設との相互連絡体制の確保 

１件 

3 発災時における職員との連絡
手段の確保 

３件  7 学校における防災計画の見直
し、及び災害時における保護
者との連絡体制の確保 

２件 

4 帰宅困難者の誘導、避難所の
周知 

１件  8 海水浴場開設時間中における
緊急避難誘導体制の整備 

２件 

 

その他 
・災害発生直後の職員の初動体制や来庁者の避難誘導 
・防災行政用無線等の複数の媒体を使用した情報伝達方法の検討 
・避難所の具体的な運営方法やルールの再検証 
・災害発生後の公共施設等の利用可否の周知の徹底  など 

１１４
件 

 

 

２ 概ね３か月以内で対応を目指す具体的取組（４０件） 

№ 課題 件数 
 

№ 課題 件数 

1 
 
被災地への支援体制の充実 ２件  6 市内の大型店との物資に関す

る協定の再検証 
１件 

2 難聴地域における防災行政用
無線屋外拡声子局の整備 

２件  7 職員参集システムの活用範囲
の拡大 

５件 

3 茅ヶ崎駅周辺の避難場所と備
蓄品の充実 

５件  8 災害時におけるし尿・汚物、
生ゴミ等の収集体制の確立 

５件 

4 避難所・公共施設における非
常用資機材の再検証 

３件  9 市立病院における薬品・医療
品の充実 

１件 

5 災害時の消防体制の充実 ２件  

 

その他 
・津波を想定した備蓄物資の保管場所の再検討 
・災害時、複数の連絡手段の確保のため、公衆電話の継続的な設置 
・地域の力を活かした災害時要援護者対策  など 

１４件 
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３ 概ね１年以内で対応を目指す具体的取組（１８２件） 

№ 課題 件数 
 

№ 課題 件数 

1 
 
津波監視体制の充実 ３件  10 職員の移動手段の確保 ４件 

2 優先度の高い公共施設及び設
備の外部電源の確保 

１６件  11 公共施設等の整備・改修 ３件 

3 市役所及び避難所における情
報収集・情報伝達手段の確保 

２１件  12 ツイッターのほかに新たな情
報伝達手段の検討 

４件 

4 燃料の確保 ６件  13 避難所における福祉的対応機
能の充実 

１件 

5 現場に出た職員との連絡手段
の確保 

２６件  14 応急危険度判定士の適正な人
員の確保 

１件 

6 
 
停電時の窓口業務等に係る照
明器具等の配備 

１７件  15 被災宅地危険度判定士の増員 １件 

7 停電・節電時の乳幼児等の暑
さ・寒さ対策 

７件  16 道路、橋りょう、がけ地等の
被害状況を示す基準の策定 

２件 

8 職員用の備品及び備蓄品の配
備 

１５件  17 本庁舎に来庁する市民や勤務
する職員の安全を確保 

１件 

9 災害時に対応する情報システ
ムの構築及び庁内ネットワー
ク（ＬＡＮ）等の敷設 

７件  

 

その他 
・地域住民と連携した避難所運営方法の再検証 
・広域連携による災害対応方法の構築 
・災害廃棄物の具体的処理方法等の検討 
・行政情報のバックアップ体制の見直し  など 

４７件 
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行政内部の応急対策に係る事務の見直し（１５１件） 

 

№ 課題 件数 
 

№ 課題 件数 

1 
 
人員配置の見直し ６件  6 初動体制の見直し ２０件 

2 執務空間の見直し ６件  7 避難所運営の見直し・拠点配
備職員に関すること 

９件 

3 職員間の情報伝達・連絡体制
の見直し 

１４件  8 非常時における平常業務継続
に関すること 

１３件 

4 外部との情報伝達・連絡体制
の見直し 

２５件  9 職員の災害対応能力の向上 １件 

5 資源・物品の使用方法の確認、
管理等の見直し 

３５件  10 その他 ２２件 

 

 

 

＊「東日本大震災を踏まえた防災対策に係る課題と対応策」及び「行政内部の応急対策に

係る事務の見直し」の課題全体（５０４件）の資料を市政情報コーナーと市ホームペー

ジで公開しています。 



 

茅ヶ崎市防災対策強化実行計画 

平成２３年６月１日～平成２５年５月３１日 

平成２３年（２０１１年）６月発行 

第１刷 ６００部作成 

発行 茅ヶ崎市 

編集 市民安全部防災対策課、企画部企画経営課 

〒２５３－８６８６   

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号  

電話 ０４６７－８２－１１１１ 

FAX  ０４６７－８７－８１１８  

ホームページ  http://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/  

携帯サイト   http://mobile.city.chigasaki.kanagawa.jp/ 

携帯サイト 
ＱＲコード 

 


